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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第25期
第１四半期
連結累計期間

第26期
第１四半期
連結累計期間

第25期
前連結会計年度　

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成23年４月１日
至平成23年６月30日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高　　　　　　　　（千円） 766,387 531,852 2,431,058

経常損失(△)　　　　　（千円） △12,710 △35,474 △292,871

四半期(当期)純損失(△)（千円） △8,748 △30,310 △369,012

四半期包括利益又は包括利益

　　　　　　　　　　　（千円）
△7,631 △29,947 △366,858

純資産額　　　　　　　（千円） 619,478 230,280 260,227

総資産額　　　　　　　（千円） 2,555,596 2,249,956 2,371,520

１株当たり四半期(当期)純

損失金額(△)　　　　　　（円）
△0.43 △1.50 △18.22

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益金額　（円）
－     －     －

自己資本比率　　　　　　（％） 24.2 10.1 10.9

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり

四半期(当期)純損失であるため記載しておりません。

４．第25期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　

　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生はありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　なお、第５「経理の状況」１　四半期連結財務諸表（継続企業の前提に関する事項）に記載のとおり、当社グルー

プは、過去４期連続して経常損失及び当期純損失であり、当第１四半期会計期間においても経常損失および四半期

純損失となりました。また、平成23年３月末に借入を約定通りに返済することが困難となり、各取引金融機関による

元本の返済猶予が行われています。これらにより、当社グループには継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよ

うな事象又は状況が存在しています。　

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものであります。　

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。　　

（１）財政状態の分析

（流動資産）

　当第１四半期連結会計期間末の流動資産は721,702千円（前期末比12.5％減）となりました。

　主要な項目として、現金及び預金152,775千円（同20.5％減）、受取手形及び売掛金324,752千円（同7.5％減）、原

材料及び貯蔵品や商品及び製品等のたな卸資産が184,739千円（同4.0％減）であります。

（固定資産）

　当第１四半期連結会計期間末の固定資産は1,528,253千円（同1.2％減）となりました。

　主要な項目として、本社工場の建物及び構築物464,689千円（同1.5％減）、機械装置及び運搬具324,895千円（同

4.2％減）、土地673,008千円（同増減なし）であります。

　この結果、資産合計は2,249,956千円（同5.1％減）となりました。

（流動負債）

　当第１四半期連結会計期間末の流動負債は1,477,411千円（同5.9％減）となりました。

　主要な項目として、買掛金92,181千円（同37.4％減）、短期借入金931,829千円（同0.2％増）、１年内返済予定の

長期借入金203,994千円（同13.0％減）であります。

（固定負債）

　当第１四半期連結会計期間末の固定負債は542,264千円（同0.3％増）となりました。

　主要な項目として、長期借入金が531,127千円（同6.0％増）であります。

　この結果、負債合計は、2,019,675千円（同4.3％減）となりました。

（純資産）

　当第１四半期連結会計期間末の純資産は230,280千円（同11.5％減）となりました。

　これは、当第１四半期連結累計期間において四半期純損失30,310千円を計上した結果であります。
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（２）経営成績の分析

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災及び福島原発事故による影響により企業の生産

活動が低下し、消費マインドの低迷と相まって厳しい状況が続きました。 

　このような状況の中、当社グループは東日本大震災により停止したディスク生産設備の早期復旧に努めつつ、市場

規模に応じた生産体制へ移行しました。「Ｅ・ＣＯＯＬ」事業においては電力需給逼迫の社会情勢を受け省エネ照

明として節電に寄与すべく、「東日本大震災復興支援キャンペーン」を打ち出し拡販に努めました。しかし、これら

の施策も震災直後の影響を払拭するまでには至らず、その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は531,852千円

（前年同四半期比30.6％減）、営業損失は29,058千円（前年同四半期は営業利益3,124千円）、経常損失は35,474千

円（前年同四半期は経常損失12,710千円）となりました。 

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　

①デジタルコンテンツ事業

　ＣＤ市場においては、アイドルグループの人気沸騰等により音楽ＣＤの2011年４月～６月の生産金額は、51,750百

万円（前年同四半期比1.3％増）と僅かながらも久しぶりの増加となりました（社団法人日本レコード協会統計資

料「オーディオレコード生産実績」から抜粋）。しかし、音楽ＣＤ以外の分野においては、依然として縮小傾向は続

いております。 

　また、国内ＤＶＤ市場（セル・レンタル用）の2011年４月～６月の売上金額は、51,489百万円（同4.8％増）とな

りました（社団法人日本映像ソフト協会資料「ビデオソフト月間売上速報」から抜粋）。

　このような状況にあって、当社グループのデジタルコンテンツ事業の売上高は398,437千円（同21.2％減）となり

ました。 

　デジタルコンテンツ事業のうち、ＣＤ部門の販売金額は214,663千円（同23.8％減）となりました。これは、音楽Ｃ

Ｄを始め語学・生涯教育向け等の教材関連ＣＤ（ＣＤ－ＤＡ）の売上高176,389千円（同17.4％減）、コンピュー

タ用ソフトウェアとして使用される複合型ＣＤ（ＣＤ－ＲＯＭ）の売上高38,274千円（同43.7％減）であります。

　また、ＤＶＤ部門の販売金額は、顧客との関係強化に努めることでＤＶＤ部門の受注獲得に努めましたが、４月に

入っての余震の発生など生産活動全般への影響などもあり、販売金額は165,989千円（同17.0％減）となりました。

　利益面においては、販売価格の適正化、製造部門におけるコスト低減策の実施など諸政策を講じてはきましたが、

原材料価格の上昇や東日本大震災によるサプライチェーンの断絶等により社内生産数量が低下した影響を受け、営

業損失15,151千円（前年同四半期は営業損失25,859千円）となりました。

　

②Ｅ・ＣＯＯＬ事業

  当第１四半期連結累計期間においてE・COOL事業の売上増進策として、１次代理店の営業フォロー活動を積極的に

展開し既存代理店網の再活性化に努めました。また、東日本大震災及び福島原発事故を受けての電力使用制限発令に

より夏場の節電対策が叫ばれる中、E・COOL照明の光の特性をアピールした「東日本大震災復興キャンペーン」を展

開いたしました。その結果、E・COOL事業実績はほぼ計画通りとなり、売上高は129,075千円（前年同四半期比49.6％

減）となり営業利益3,270千円（前年同四半期比93.9％減）となりました。

　　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（４）研究開発活動

当社グループは、Ｅ・ＣＯＯＬ事業において研究開発費485千円を計上しております。

　

（５）重要事象等について

　当社グループは、過去４期連続して経常損失及び当期純損失であり、当第１四半期会計期間においても経常損失お

よび四半期純損失となりました。また、平成23年３月末に借入を約定通りに返済することが困難となり、各取引金融

機関による元本の返済猶予が行われています。これらにより、当社グループには継続企業の前提に重要な疑義を生

じさせるような事象又は状況が存在しています。

　当社グループは、当該状況を解消すべく平成22年４月に策定した経営改善計画において、デジタルコンテンツ事業

の継続的な製造コストの削減、E・COOLの販売強化と商品開発、E・COOLの安定供給と品質保証のための生産管理の

強化等を掲げ、経常的に利益を確保するために計画の実現に向けて取り組んでおります。また、借入については、各

取引金融機関との間で、平成23年９月末まで元本返済猶予の変更契約を締結していますが、それ以降の返済スケ

ジュール等について引き続き交渉中です。

　しかしながら、このような対応策を進めているものの、デジタルコンテンツ事業は継続的な市場縮小傾向にあり、

環境エネルギー事業はE・COOLの販売強化策を実行し始めたものの、安定的な売上を計上するまでには至っており

ません。返済猶予を受けている借入金については、平成23年９月末以後の返済スケジュール等について各取引金融

機関と交渉中であり、現時点では最終的な契約には至っていないことから、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められます。
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　なお、業績に影響を与える要因は、これらに限定されるものではありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,600,000

計 39,600,000

 ②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在
発行数(株)

（平成23年８月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,256,000 20,256,000
名古屋証券取引所

セントレックス市場

単元株式数

1,000株　

計 20,256,000 20,256,000 － －

 　　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総

数増減数(株)

発行済株式総

数残高 (株)

資本金増減額

（千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金増

減額 (千円)

資本準備金残高

(千円)

平成23年４月１日～

平成23年６月30日
－ 20,256,000 － 984,508 － 584,048

　　

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

 ①【発行済株式】

　 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）   普通株式　　 　1,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　20,251,000 　　20,251 －

単元未満株式 普通株式　　 　4,000 － －

発行済株式総数 20,256,000 － －

総株主の議決権 － 20,251 －

（注）「単元未満株式」の欄には、自己株式が745株含まれております。

 

②【自己株式等】

　 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合

（％）

株式会社オプトロム
宮城県仙台市青葉区

上愛子字松原27番地
1,000 － 1,000 0.00

計 － 1,000 － 1,000 0.00

（注）上記のほか、当社所有の単元未満自己株式745株があります。　

 　

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 192,180 152,775

受取手形及び売掛金 ※1
 350,981

※1
 324,752

商品及び製品 73,594 73,067

仕掛品 38,125 40,921

原材料及び貯蔵品 80,638 70,750

その他 101,243 71,411

貸倒引当金 △12,048 △11,976

流動資産合計 824,716 721,702

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 471,756 464,689

機械装置及び運搬具（純額） 339,056 324,895

土地 673,008 673,008

その他（純額） 13,801 13,051

有形固定資産合計 1,497,622 1,475,644

無形固定資産

その他 3,555 3,457

無形固定資産合計 3,555 3,457

投資その他の資産

長期前払費用 5,200 5,358

その他 97,821 102,024

貸倒引当金 △57,396 △58,230

投資その他の資産合計 45,626 49,152

固定資産合計 1,546,804 1,528,253

資産合計 2,371,520 2,249,956

負債の部

流動負債

買掛金 147,271 92,181

短期借入金 930,239 931,829

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 234,570

※2
 203,994

未払金 176,806 163,740

未払法人税等 4,589 6,804

災害損失引当金 33,818 29,581

その他 43,325 49,280

流動負債合計 1,570,620 1,477,411

固定負債

長期借入金 500,828 531,127

繰延税金負債 7,995 9,558

その他 31,848 1,577

固定負債合計 540,672 542,264

負債合計 2,111,293 2,019,675
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 984,508 984,508

資本剰余金 584,048 584,048

利益剰余金 △1,311,743 △1,342,053

自己株式 △44 △44

株主資本合計 256,768 226,458

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 1,503 1,866

その他の包括利益累計額合計 1,503 1,866

新株予約権 1,955 1,955

純資産合計 260,227 230,280

負債純資産合計 2,371,520 2,249,956
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 766,387 531,852

売上原価 638,674 463,982

売上総利益 127,712 67,870

販売費及び一般管理費 124,588 96,928

営業利益又は営業損失（△） 3,124 △29,058

営業外収益

受取利息 1 0

共同製作事業収益金 9,583 4,725

助成金収入 2,375 2,695

義援金 － 2,310

その他 4,414 1,274

営業外収益合計 16,375 11,005

営業外費用

支払利息 13,127 14,314

共同製作事業費用 12,319 －

貸倒引当金繰入額 2,473 762

その他 4,290 2,344

営業外費用合計 32,210 17,421

経常損失（△） △12,710 △35,474

特別利益

賞与引当金戻入額 2,775 －

受取保険金 － 7,537

特別利益合計 2,775 7,537

税金等調整前四半期純損失（△） △9,935 △27,936

法人税、住民税及び事業税 810 810

法人税等調整額 △1,997 1,563

法人税等合計 △1,187 2,374

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △8,748 △30,310

四半期純損失（△） △8,748 △30,310
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △8,748 △30,310

その他の包括利益

為替換算調整勘定 1,116 362

その他の包括利益合計 1,116 362

四半期包括利益 △7,631 △29,947

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △7,631 △29,947

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

　当社グループは、過去４期連続して経常損失及び当期純損失であり、当第１四半期会計期間においても経常損失

および四半期純損失となりました。また、平成23年３月末に借入を約定通りに返済することが困難となり、各取引

金融機関による元本の返済猶予が行われています。これらにより、当社グループには継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況が存在しています。

　当社グループは、当該状況を解消すべく平成22年４月に策定した経営改善計画において、デジタルコンテンツ事

業の継続的な製造コストの削減、E・COOLの販売強化と商品開発、E・COOLの安定供給と品質保証のための生産管

理の強化等を掲げ、経常的に利益を確保するために計画の実現に向けて取り組んでおります。また、借入について

は、各取引金融機関との間で、平成23年９月末まで元本返済猶予の変更契約を締結していますが、それ以降の返済

スケジュール等について引き続き交渉中です。

　しかしながら、このような対応策を進めているものの、デジタルコンテンツ事業は継続的な市場縮小傾向にあ

り、環境エネルギー事業はE・COOLの販売強化策を実行し始めたものの、安定的な売上を計上するまでには至って

おりません。返済猶予を受けている借入金については、平成23年９月末以後の返済スケジュール等について各取

引金融機関と交渉中であり、現時点では最終的な契約には至っていないことから、継続企業の前提に関する重要

な不確実性が認められます。

　なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の

影響を四半期連結財務諸表に反映していません。　

　

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

※１　受取手形割引高　　　　　　　　102,268千円 ※１　受取手形割引高　　 　　　　　　64,884千円

※２　財務制限条項

　当社が締結しているシンジケート・ローン借入金

契約に付されている財務制限条項は、以下のとおり

であります。 

(1)シンジケート・ローン契約（締結日　平成16年９

月27日、契約変更日　平成22年５月26日、平成23年

３月31日残高 120,000千円）

①　平成22年３月期末日及びそれ以降の各事業年度

末日における単体の損益計算書に記載される営

業損益及び経常損益を損失としないこと。なお、

平成22年３月期末日については経常損益に関す

る判定は行わないこととする。

②　平成22年３月末日及びそれ以降の各事業年度末

日における単体の貸借対照表に記載される純資

産の部の合計金額を、直近の事業年度末日におけ

る単体の貸借対照表に記載される純資産の部の

合計金額以上に維持すること。なお、平成22年３

月期末日については、判定を行わないこととす

る。

※２　財務制限条項

　当社が締結しているシンジケート・ローン借入金

契約に付されている財務制限条項は、以下のとおり

であります。 

(1)シンジケート・ローン契約（締結日　平成16年９

月27日、契約変更日　平成23年５月31日、平成23年

６月30日残高 120,000千円）

①　平成22年３月期末日及びそれ以降については、

各事業年度末日における単体の損益計算書に記

載される営業損益及び経常損益を損失としない

こと。なお、平成23年３月期末日については、判定

は行わないこととする。

②　平成22年３月末日及びそれ以降については、各

事業年度末日における単体の貸借対照表に記載

される純資産の部の合計金額を、直近の事業年度

末日における単体の貸借対照表に記載される純

資産の部の合計金額以上に維持すること。なお、

平成23年３月期末日については、判定を行わない

こととする。

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る

四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費

（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 33,143千円 24,870千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額　
(注)２

四半期連結
損益計算書　

計上額

(注)３　

デジタル

コンテンツ
Ｅ・ＣＯＯＬ 計

売上高        

外部顧客への売上高 505,938256,033761,9714,415766,387 － 766,387
セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － 　－ － － －

計 505,938256,033761,9714,415766,387 － 766,387

セグメント利益又は

損失(△)
△25,85953,51127,651△3,056 24,595△21,470 3,124

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、バッテリー事業等が含まれて

おります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△21,470千円は、主に報告セグメントに配分していない一般経費

等の全社費用であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額　
(注)２

四半期連結
損益計算書　

計上額

(注)３　

デジタル

コンテンツ
Ｅ・ＣＯＯＬ 計

売上高        

外部顧客への売上高 398,437129,075527,5134,339531,852 － 531,852
セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ － － － － － －

計 398,437129,075527,5134,339531,852 － 531,852

セグメント利益又は

損失(△)
△15,151 3,270△11,880△1,316△13,196△15,861△29,058

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、バッテリー事業等が含まれて

おります。

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額△15,861千円は、主に報告セグメントに配分していない一般経費

等の全社費用であります。

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 0円43銭 1円50銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純損失金額（千円） 8,748 30,310

普通株主に帰属しない金額（千円）     －     －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 8,748 30,310

普通株式の期中平均株式数（株） 20,255,234 20,254,255

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―――― ――――

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額

であるため記載しておりません。　

　

　

（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日） 

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社オプトロム(E02486)

四半期報告書

17/18



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月12日

株式会社オプトロム

取締役会　御中

有 限 責 任  あ ず さ 監 査 法 人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡山　賢治

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 成田　孝行

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オプト

ロムの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日か

ら平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社オプトロム及び連結子会社の平成23年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は４期連続で経常損失、当期純損失を計上し、当第１四半

期連結累計期間においても経常損失、四半期純損失となり、さらに各取引金融機関から元本の返済猶予を受けているこ

とから継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記

に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は

四半期連結財務諸表に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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